
 

 

 

Step2  災害発生から入居確定 

 

□協定に基づく応援要請 

○ 宮 城 県 

 「民間賃貸住宅の借上げによる応急仮設住宅への支

援について（要請）」 

○ 福 島 県 

 「震災時等における民間賃貸住宅の紹介等に関する協

定に基づく協力要請について（依頼）」 

○ 山 形 県 

 「災害時における民間賃貸住宅の媒介に関する協定書』

に基づく協力要請について（依頼）」 
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                                                       ２２建第 ２９２４号 

                                                       平成２３年３月１６日 

 

    社団法人福島県宅地建物取引業協会 

    会 長    安  部    宏  様 

 

                                                 福 島 県 知 事 

 

震災時等における民間賃貸住宅の紹介等に関する協定 

に基づく協力要請について（依頼） 

   平成２３年東北地方太平洋沖地震における被災者住宅支援について、平成１９年１２月

１４日締結した標記協定第２条に基づき協力要請を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            （事務担当 土木部建築指導課指導審査 佐川 電話 024-521-7523） 
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□リストアップに関して 

 ◇山 形 県 

 「避難者向け借上げ住宅一覧表（社団法人山形県宅地

建物取引業協会）」 

 「掲載希望業者リスト（社団法人山形県宅地建物取引業

協会・社団法人全日本不動産協会山形県本部）」 

 

 

  

- 151 -



- 152 -



○【山形県】避難者向け借上げ住宅一覧表 

（2011.4.20 現在）（社団法人山形県宅地建物取引業協会） 
 

□登録戸数 

地 区 市町村名 戸 数 

村 山 地 区 

 山形市 499 戸 

寒川江市 37 戸 

上山市 16 戸 

村上市 1 戸 

天童市 21 戸 

東根市 24 戸 

尾花沢市 1 戸 

大江町 1 戸 

最 上 地 区 

 新庄市 32 戸 

置 賜 地 区 

 米沢市 91 戸 

南陽市 14 戸 

高畠町 9 戸 

庄 内 地 区 

 鶴岡市 224 戸 

酒田市 87 戸 

庄内町 7 戸 

 合計：12 市３町 1,064 戸 

（注意）山形県提供資料をもとに、（株）価値総合研究所が作成 

 

□登録フォーマット 

No. 

種別 タイプ 賃料 構造 所在階 交通の利便 免許番号 

所在地名 間取り 敷金 築年月 地上階 備考 電話番号 

礼金 入居日 総戸数 商号 

小学校/中学校 共管費 駐車場 取引態様

＜登録例＞ 

123 

アパート ２LDK 50,000 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ ４階 ○駅徒歩15分 1234 

山形市○○１丁

目 

和６ 

洋6 

LDK10 

無 H12年3月 ５階 ｽｰﾊﾟー 近く便利 023-***-****

無 即 16戸 ○□△不動産 

○○小/□□中 共5,000 有１台8,000 仲介 

（注意）山形県提供資料をもとに、（株）価値総合研究所が作成 
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○【山形県】掲載希望業者リスト 

 □社団法人山形県宅地建物取引業協会 

  山形市松波 1-10-1 電話 023-623-7502 

 □社団法人全日本不動産協会山形県本部 

  山形市松波 1-15-7 電話 023-642-6658 

 

□登録業者数 

エリア 全宅 全日 合計 

山形市・上山市・東南村山郡 77 11 88

米沢市 12 7 19

長井市・西置賜郡 2 0 2

南陽市・東置賜郡 16 1 17

寒河江市・西村山郡 2 2 4

天童市 11 1 12

東根市 9 2 11

村山市 2 2 4

新庄市・最上郡 10 1 11

鶴岡市・東田川郡 29 2 31

酒田市・飽海郡 15 8 23

合計 185 37 222

（注意）山形県提供資料をもとに、（株）価値総合研究所が作成 

 

□登録フォーマット 

No. 所属協会名 商 号 住 所 電話番号 

１ 【全宅】 ○□△不動産 山形市松波 1-10-1 023-623-7502

２ 【全日】 △○□不動産 山形市松波 1-15-7 023-642-6658

【全宅】：社団法人山形県宅地建物取引業協会 

 【全日】：社団法人全日本不動産協会山形県本部 

（注意）山形県提供資料をもとに、（株）価値総合研究所が作成 
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□リストアップに関して 

 ◇静 岡 県 

 「東北地方太平洋沖地震支援向け賃貸住宅（社団法人 

静岡県宅地建物取引業協会）」の一覧 

 成約報告書(社団法人 静岡県宅地建物取引業協会) 
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○東北地方太平洋沖地震支援向け賃貸住宅（（社）静岡県宅地建物取引業協会）
URL　http://www.shizuoka-takken.or.jp/shinsai-bukken/touhokuchihou-shinsai.html
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□リストアップに関して 

 ◇事 務 局 

 災害発生時に作成する応急借上げ住宅情報シート（案） 
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○災害発生時に作成する応急借上げ住宅情報シート（事務局案） 

所在地情報 

 

市町村  

所在地  

交通の利便  

学区 
小学校 徒歩   分 

中学校 徒歩   分 

建物情報 

 

物件名称  

構造 

ALC 造 RC SRC 

軽量鉄骨 重量鉄骨 鉄骨 

鉄骨造 ALC 鉄骨 木造 

建築年 昭和 ・ 平成 年  

総階数 階   

エレベーターの有無 有 ・ 無   

物件情報 

 

部屋番号 号室   

所在階 階   

間取り 
１DK・１LDK ２DK・２LDK ３DK・３LDK 

４DK・４LDK その他（                   ） 

専有面積（㎡） ㎡   

賃料（円） 円   

共益費（円） 円   

附属設備 
エアコン ガスコンロ（ 都市ガス ・プロパンガス ） 

給湯器 照明器具 カーテン 

使用注意 
ペット禁止 喫煙禁止 女性専用 

その他（                                 ） 

駐車場 有 ・ 無 円  

入居状況 空き室 入居中  

媒介を行う宅建業者の情報 

 

商  号  

住  所  

電話番号  

主な担当地域  

住宅所有者情報（個人情報のため、取り扱いには注意してください） 

 

氏  名  

住  所  

電話番号  

管理業者の情報（賃貸物件の管理を管理業者に委託している場合） 

 

商  号  

住  所  

登録業者番号  

電話番号  

物件の確認者 団体会員 住宅所有者 管理業者 

物件の確認日 平成    年    月    日 午前 ・ 午後  （   ）時 
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□応急借上げ住宅募集要項・契約書 

 ◇事 務 局 

 定期建物賃貸借契約について 

 費用負担の範囲について（手引きにおける原則） 

 東日本大震災における契約形態 

 東日本大震災における契約期間 
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○定期建物賃貸借契約（定期借家制度）について 
 

□定期借家制度導入の経緯 

・ Ｈ11.12.15 良質な賃貸住宅等の供給の促進に関する特別措置法公布(借地借

家法の一部改正) 

・ Ｈ12.03.01 定期借家制度の施行 

 

□定期借家制度の概要 

・ 定期借家制度では、契約で定めた期間が満了することにより、更新されることなく、

確定的に賃貸借契約が終了します。契約終了後も賃借人（借主）が居住し続け、賃

貸人がこれに異議を述べないような場合であっても、契約関係は確定的に終了する

こととなります。（普通借家契約の場合は、正当事由がない限り大家さんからの解

約・更新拒絶はできません。） 

・ 「定期借家契約」を締結するためには、次の要件が必要です。①期間を確定的に定

めること（定期借家契約の期間は１年未満でもよい）、②公正証書等の書面により契

約をすること、③貸主は借主に対して、契約の更新はなく、期間の満了とともに契約

が終了することを、契約書とは別にあらかじめ書面を交付して説明すること（貸主がこ

の説明を怠ったときは、その契約は定期借家としての効力は否定され、従来型の、

契約の更新のある借家契約となります）。 

・ 定期建物賃貸借契約においては、契約期間が１年以上の場合は、貸主は期間満

了の１年前から６か月前までの間（「通知期間」）に、借り主に契約が終了することを

通知する必要があります。なお、期間満了前に当事者双方が合意すれば、再契約し

たうえで、引き続きその建物を使用することは可能です。 

 

□定期借家制度のメリット 

・ 契約期間・収益見通しが明確になり、賃貸住宅経営の事業収益性の改善や不確実

性の低減に資する。 

・ 定期借家制度の普及により、持家の賃貸化も含めてファミリー向けなどの良質な賃

貸住宅が供給促進され、ライフスタイルに応じた多様な選択肢が提供されるなどの

効果が期待される。 
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図表 定期借家契約と従来型の借家契約（普通借家契約）との比較 

 
定期借家契約 

従来型の借家契約 

（普通借家契約） 

1.契約方法 ①公正証書等の書面による契約に限る 

②さらに、「更新がなく、期間の満了により

終了する」ことを契約書とは別に、あらか

じめ書面を交付して説明しなければなら

ない 

書面でも口頭でも可（ただ

し、宅建業者の媒介等により

契約を締結したときは、契約

書が作成され交付される）。

2. 更 新 の 有

無 

期間満了により終了し、更新はない。（当

事者が合意すれば、再契約は可能。） 
※貸主は、期間が満了する１年前から６カ月前ま

での間（通知期間）に、借主に対して、期間の満

了により契約が終了することを通知しておく必要

がある。ただし、期間が１年未満である定期借家

の場合には、この貸主による通知は必要なく、そ

の期間の満了により、当然に契約が終了する。 

正当事由がない限り更新 

（正当な事由がない限り貸

主からの解約・更新拒絶は

できない。） 

 

3. 建 物 の 賃

貸 借 期 間

の上限 

無制限 平成 12 年 3 月 1 日以降の

契約        ･･･無制限

平成 12 年 3 月 1 日より前

の契約       ･･･20 年 

4.期間を１年

未 満 と す

る 建 物 賃

貸 借 の 効

力 

１年未満の契約も可能 期間の定めのない賃貸借と

みなされる 

5. 建 物 賃 借

料 の 増 減

に 関 す る

特 約 の 効

力 

賃借料の増減は特約の定めに従う 特約にかかわらず、当事者

は、賃借料の増減を請求で

きる 

6. 借 主 か ら

の 中 途 解

約の可否

①床面積 200 ㎡未満の居住用の建物に

ついては、借主が、転勤、療養、親族の

介護等のやむを得ない事情により、建

物を生活の本拠として使用することが困

難となった場合には、借主の方から中

途解約の申入れをすることが可能（申

入れの日後１か月の経過により賃貸借

契約が終了） 

②①以外の場合は中途解約に関する特

約があればその定めに従う 

中途解約に関する特約があ

れば、その定めに従う 
※「賃貸住宅標準契約書」（第１

０条）では、３０日前までに解約の

申し入れを行うか、あるいは３０

日の予告期間を経ないで解約す

る場合は、３０日分に相当する賃

料（解約後の賃料相当額を含

む。）を貸主に支払うことで解約

申入れ日から 30 日前に解約で

きるとしている。 
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図表 契約から明渡しまでの流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考） 

「賃貸住宅標準契約書」（改訂版） 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/torikumi/keiyakusho.htm 

「定期賃貸住宅標準契約書」（改訂版） 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/torikumi/teishaku/tc-index.html 

 

宅建業者による重要事項説明 

契約の締結 

入居 

契約の終了 

物件の確認、入居申込 

部屋の明渡し、敷金の精算 

更新 

借 主 の 解 約 申 入

れ

※正 当 な事 由 がない限 り貸 主 からの解
約・更新拒絶はできない。 

更新しない※ 更新す

・貸主による（または宅建業者による代理）定

期借家契約である旨の書面の交付・説明 

・宅建業者による重要事項説明 

契約の締結（公正証書等の書面

による契約） 

入居 

契約の終了 

物件の確認、入居申込 

部屋の明渡し、敷金の精算 

再

契

約
期間満了の１年から６カ月前まで

の貸主による終了の通知（期間が

１年未満の定期借家契約の場合は必

定期借家契約 普通借家契約
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○費用負担の範囲について（手引きにおける原則） 

費用負担の項目 通常時 災害時 

賃料 賃借人 都道府県 

修繕負担金 

（敷金・礼金） 

通常損耗・経年変化 賃貸人 都道府県 

故意・過失 賃借人 
都道府県 

・入居者 
仲介手数料 賃借人 都道府県 
共益費 賃借人 入居者 
損害保険料（借家人賠償責任保険） 賃借人 都道府県 
光熱費 賃借人 入居者 

 

 
図表 東日本大震災における賃料の目安（相場）及び上限値（岩手県・宮城県） 

住宅間取り 入居世帯人数 月額賃料 

１K １人（単身） 32,000 円 

１DK １～２人 42,000 円 

２K ２人 45,000 円 

２DK ２～３人 48,000 円 

２LDK ２～４人 68,000 円

３DK ４人 57,000 円

３LDK ４人以上 69,000 円

上記金額は相場であり、上限額として上記金額に 20,000 円

を加えた金額を上限額の目安とする。 
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○東日本大震災における契約形態 

県 名 契約書に記載された者とそれぞれの関係（契約書の条文） 

岩手県 

甲：住宅所有者、乙：都道府県知事、 

丙：被災者（乙が本物件の使用を許可した者） 

 

（転貸）甲は、乙が本物件を丙に転貸することを承諾するものとす

る。ただし、以下の条文において、丙が行うべき義務は、乙

が責任をもって入居者に行わせるものとする。 

宮城県 

甲：住宅所有者、乙：都道府県知事、丙：被災者 

 
（使用承諾）甲は、丙が本物件を使用することを承諾するものとす

る。ただし、以下の条文において、丙が行うべき義務は、乙

が責任をもって丙に行わせるものとする。 

福 島 県 

甲：住宅所有者、乙：福島県知事、丙：事務代行市町村 

 
(契約の目的）乙が本物件の使用を許可した者（以下「入居者」と

いう。）に居住のみを目的とする住宅を確保するため、甲

から本物件を賃借する。 

甲は、乙が本物件を入居者に転貸することを承諾するも

のとする。ただし、以下の条文において、入居者が行うべき

義務は、乙が責任をもって入居者に行わせるものとする。 

山 形 県 

甲：住宅所有者、乙：山形県知事 

 

(契約の目的）乙は乙が本物件の使用を許可した者（以下「入居

者」という。）に居住を目的とする住宅を確保するため、甲

より本物件を賃借する。 

甲は、乙が本物件を入居者に転貸することを承諾するも

のとする。ただし、以下の条文において、入居者が行うべき

義務は、乙が責任をもって入居者に行わせるものとする。 

新 潟 県 

新 規

甲：住宅所有者、乙：新潟県○○地域振興局長、 

丙：被災者（乙が本物件の使用を許可した者） 

 
（転貸）甲は、乙が本物件を丙に転貸することを承諾するものとす

る。ただし、以下の条文において、丙が行うべき義務は、乙

が責任をもって入居者に行わせるものとする。 

更 新

甲：住宅所有者、乙：新潟県知事 

 
（転貸）甲は、乙が決定をした住宅の確保が必要な被災者（以下

「入居者」という。）に、本物件を転貸することを承諾するも

のとする。 

静 岡 県 

甲：住宅所有者、乙：静岡県知事、丙：被災者 

 
（使用承諾）甲は、丙が本物件を使用することを承諾するものとす

る。ただし、以下の条文において、丙が行うべき義務は、乙

が責任をもって丙に行わせるものとする。 
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○東日本大震災における契約期間 

県名 対象 契約期間（始期と終期） 契約方法 

岩 手 県 
新 規 

契約締結日から２年間 
普通建物 

賃貸借契約切 替 

宮 城 県 

新 規 契約締結日から２年間 

定期建物 

賃貸借契約切 替 

平成２３年４月 30 日までの期間に契約 

→平成２３年５月１日から２年間 

平成２３年５月１日以降の契約 

→契約締結日から２年間 

福 島 県 

新 規 
契約締結日～平成 24 年３月 31 日 

定期建物 

賃貸借契約

切 替 

再契約
新規：H24 年４月１日～H26 年３月 31 日 

切替：契約日～H26 年３月 31 日 

山 形 県 

新 規 
契約締結日から１年間 普通建物 

賃貸借契約
切 替 

更 新 契約更新日から１年間 

新 潟 県 
新 規 契約締結日～平成 24 年３月 31 日 普通建物 

賃貸借契約更 新 平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日 

静 岡 県 

新 規 
契約締結日から１年間 

普通建物 

賃貸借契約

切 替 

更 新 
当初契約日から３年間または平成２６年９

月３０日のいずれか早い方の日 

（用語について） 

新規：平成２３年３月１１日の発災以降、都道府県が募集した「応急借上げ住宅」に基づいて

契約を行ったもの 

切替：平成２３年３月１１日の発災以降、既に個人で契約し入居していたが、入居対象者要件

及び借上げの対象となる物件の要件の双方に該当し、貸主の賛同が得られたことで、都

道府県を借主とする契約を行ったもの 

更新：契約方法が「普通建物賃貸借契約」で契約期間の終期がきたために、契約が更新され

たもの 
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□応急借上げ住宅募集要項・契約書 

 ◇岩 手 県 

 「民間賃貸住宅借上げによる応急仮設住宅の設置に係

る事務取扱」 

 「賃貸住宅契約書」 
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民間賃貸住宅借り上げによる応急仮設住宅の設置に係る事務取扱 

岩手県保健福祉部地域福祉課 

「平成23年東北地方太平洋沖地震及び津波」に係る災害救助法第23条第１項の規定に基

づく応急仮設住宅として、次により、民間賃貸住宅を借り上げる。 

 

１ 入居対象者（要件） 

(1) 災害により住家が全壊、全焼又は流出した者。また、半壊以上の被害であるが取り

壊しが必要であるなど、自らの住家に居住できない者。 

(2) 長期避難区域の指定や二次災害のおそれがあるなどにより、長期にわたり自らの住

家に居住できない者。 

※ プレハブ建築による応急仮設住宅の入居対象者と同じであること。 

※ 他市町村からの避難者、他県からの避難者（主に宮城県・福島県）からの避難者

も対象となること。 

 

２ 借り上げの対象となる物件 

市町村が選定する民間賃貸住宅（アパート、貸家等）、空き家。 

※ 賃料の目安は、別添のとおりであること。 

※ 「「災害時における民間賃貸住宅の媒介等に関する協定」に基づく民間賃貸住宅の

媒介等の情報提供について」（平成23年3月28日付け建住第1177号）により各市町村あ

て物件情報を送付しているので、参考とされたいこと。 

※ 市町村や被災者が不動産業者や物件所有者等から直接情報を入手した物件も対象

となること。 

 

３ 賃貸借契約の基本事項 

(1) 賃貸借契約は、貸主・県（借主）・被災者（入居者）の三者により締結し、県は借

り受けた物件を被災者に転貸する。 

(2) 県は、毎月の賃料及び共益費・管理費、借家人賠償責任保険料（２年分）、媒介手

数料（賃料の0.525か月分）を負担する。また、退去時補修費（賃料の２か月分）を

初回賃料支払い時に貸主に支払う（礼金・敷金無し）。 

なお、公共料金、駐車場料金等は、入居者が負担する。 

(3) 入居期間は、２年間とする。 

 

４ 事務の流れ 

(1) 市町村は、入居を希望する被災者の相談を受け付け、「応急仮設住宅（民間賃貸住

宅借り上げ）入居申込書」（別紙１）を被災者から提出させ、応急仮設住宅の入居要

件を審査するとともに入居希望を確認する。 
なお、被災地以外の市町村が相談を受け付けた場合で、り災証明書等による本人確

認、被災状況確認等ができない場合は、適宜、被災市町村に電話照会するなどにより、

確認すること。 
(2) 市町村は、物件を管理する宅地建物取引業者等に照会するなどにより、被災者の希
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望物件と空室物件とのマッチングを行い、物件を選定する。 

(3) 市町村は、(2)のマッチングが図られた場合、物件所有者（以下「貸主」という。）

と被災者が賃貸住宅契約手続きを行うよう、当該物件を管理、または、媒介する宅地

建物取引業者に依頼するとともに、「応急仮設住宅（民間賃貸住宅）入居決定一覧表」

（別紙２）により、県に報告する。 
なお、市町村は、被災者が入居要件を満たす者であることを宅地建物取引業者に提

示できるよう、「応急仮設住宅（民間賃貸住宅借り上げ）入居申込書」（別紙１。市町

村記入欄に必要事項が記載・押印されたもの）の写しを被災者に交付すること。 

(4) 宅地建物取引業者は、(2)の市町村からの照会等に応じ、物件情報を提供するとと

もに、(3)による市町村からの依頼を受け、賃貸借契約手続きを行う。 

なお、賃貸住宅契約書は、必要事項を記入し、貸主、被災者（入居者）の二者が記

名押印した状態で、３部を県に送付するものとする。 

(5) 県は、(4)の賃貸住宅契約書の内容を確認した上で押印し、２部を宅地建物取引業

者に返送するとともに、契約締結した旨を市町村（相談を受け付けた市町村と被災者

の被災時住所地の市町村が異なる場合は、その双方）に連絡する。 

(6) 宅地建物取引業者は、(5)の賃貸住宅契約書の１通を貸主、１通を被災者に送付す

る。 

※ 賃貸住宅契約締結時に行う宅地建物業法第 35 条に基づく重要事項説明は、被災

者（入居者）に対して行い、県は、(4)の賃貸住宅契約書の送付の際、併せて重要

事項説明書類の送付を受け、書面で確認するものとする。 

 

 

※ 「応急仮設住宅（民間賃貸住宅借り上げ）入居申込書」（別紙１）、「応急仮設住

宅（民間賃貸住宅）入居決定一覧表」（別紙２）は、市町村において適宜加除、あ

るいは別途作成したものでも構わないものとする。 
 

５ 入居者支援について 

(1) 県、市町村は恒久住宅の確保、再建に関する各種支援策の情報を入居者に広報する。 

(2) 県、市町村は相談窓口を設置し、相談対応や支援策の申込み受付等を行う。 

 
６ その他 

(1) 入居世帯は、日本赤十字社から提供される家電６点セット（冷蔵庫、洗濯機、炊飯

器、電子レンジ、テレビ、電気ポット）の対象となること。 

(2) 民間賃貸住宅借り上げによる応急仮設住宅に入居した場合、救助が完了したものと

みなされ、災害救助法による自宅の応急修理が対象外となるので、市町村は、入居希

望者に十分説明するとともに、入居の意向を十分確認すること。 

 

７ 適用日 

この取扱いは、「平成23年東北地方太平洋沖地震及び津波」に係る災害救助法の適用

日である 平成23年3月11日から適用する。 

 

※ 賃貸住宅契約書送付先     岩手県東日本大震災津波復興本部生活再建課 
〒020-8570 盛岡市内丸１０－１  岩手県保健福祉部地域福祉課あて 
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別表 
民間賃貸住宅借り上げの目安 

 
住宅間取り 入居世帯員数 月額賃料 

１Ｋ １人（単身） ３２，０００円 

１ＤＫ １～２人 ４２，０００円 

２Ｋ ２人 ４５，０００円 

２ＤＫ ２～３人 ４８，０００円 

２ＬＤＫ ２～４人 ６８，０００円 

３ＤＫ ４人 ５７，０００円 

３ＬＤＫ ４人以上 ６９，０００円 

 

上記金額は相場であり、上限額として上記金額に２０，０００円を加えた 

金額を上限額の目安とする。 
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応急仮設住宅（民間賃貸住宅借り上げ）入居申込書 
平成  年  月  日 

申 込 者  所 属 町 内 会  

世 帯 主  

被災時の住所 
 どちらかに○印 

持ち家・賃貸住宅 

住 宅 の 被 害  全壊 半壊 その他 
被害状況に関する特記事項 

現在の避難先 避難所・親族宅・自宅・他（                   ） 

当 面 の 

連 絡 方 法 

連絡先                       電話番号 

希 望 場 所 
（希望物件がある場合はアパート名等を記載）

希 望 間 取 り 
 

再 建 意 向 

（該当に○、複数の場合は順番も） 

修理する  被災地に再建  移転再建  公営住宅  施設入所 

その他（                    ） 

 

世 

帯 
の 

状 

況 

名前 続柄
年

齢
職業 

健康 

状態

該当する方は、○印あるいは必要事項を記入してください 

高齢者
65 歳以上は

○印を記入 

身体障害
障害者手帳

の級を記入

介護認定 
該当に○印と

内容を記入 

車椅子
使用者は

○印記入

その他 
考慮する事情 

があれば記入 

 本人   良 

不良 
 級

要支援 

要介護（  ） 

  

 
良 

不良 
 級

要支援 

要介護（  ） 

 
良 

不良 
 級

要支援 

要介護（  ） 

 
良 

不良 
 級

要支援 

要介護（  ） 

 
良 

不良 
 級

要支援 

要介護（  ） 

 
良 

不良 
 級

要支援 

要介護（  ） 

入居予定人数 人 同居ペット なし・犬(屋内・屋外)・猫・他(   )

自家用車→ 保有・なし 

※ 以下、市町村記入欄。 

り災証明 全壊・大規模半壊・半壊・一部損壊・避難勧告・その他（        ） 

案内住宅      棟      号室 

特記事項 入居要件の確認   済 ・ 未済 

 

 

 

（受付印） 

 

 

 

 

別紙１ 
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賃 貸 住 宅 契 約 書 

 

 貸主             （以下「甲」という。）と借主岩手県知事（以下「乙」という。）と入

居者            （平成 23 年東北地方太平洋沖地震及び津波により被災した者のうち、乙が

本物件の使用を許可した者。以下「丙」という。）とは、別紙１（1）に記載する賃貸借の目的物（以下「本

物件」という。）について、以下の条項により賃貸借契約を締結する。 

 

（目的） 

第１条 乙は、平成 23 年東北地方太平洋沖地震及び津波により被災した者に対して居住のみを目的とする

住宅を確保するため、甲から本物件を賃借する。 

 

（転貸） 

第２条 甲は、乙が本物件を丙に転貸することを承諾するものとする。ただし、以下の条文において、丙

が行うべき義務は、乙が責任をもって丙に行わせるものとする。 

 

（契約期間） 

第３条 契約期間は、別紙１（2）に記載するとおりとする。 

２ 前項の契約期間は、原則として更新することができない。 

 

（賃料） 

第４条 乙は、甲との契約に基づき別紙１（3）の記載の賃料を初回支払い分については契約成立の翌月末

までに、以降は翌月分を原則として毎月末日までに甲が指定する口座に支払うものとする。また、１か

月に満たない期間の賃料は１か月を 30 日として日割計算し１円未満は切り捨てる。 

 

（共益費・管理費） 

第５条 乙は、階段、廊下等の共用部分の維持管理に必要な経費等に充てるため、別紙１（3）の記載の共

益費・管理費を甲が指定する口座に支払うものとする。 

２ １か月に満たない期間の共益費・管理費は、１か月を 30日として日割計算し１円未満は切り捨てる。 

 

（損害保険料） 

第６条 乙は、丙が被保険者となる別紙１（3）記載の借家人賠償責任保険料を負担するものとし、初回賃

料支払い時に、損害保険代理店が指定する口座に支払うものとする。 

 

（負担の帰属） 

第７条 甲は、本物件に係る公租公課を負担するものとする。 

２ 丙は、電気・ガス・水道・その他専用設備に係る使用料金を負担するものとする。 

 

（禁止又は制限される行為） 

第８条 丙は、甲及び乙の書面による承諾を得ることなく、本物件の増築、改築、移転、改造、模様替え

若しくは転貸又は本物件の敷地内における工作物の設置を行ってはならない。 

２ 丙は、本物件の使用に当たり、別表第１に掲げる行為を行ってはならない。 

３ 丙は、本物件の使用に当たり、甲の書面による承諾を得ることなく別表第２に掲げる行為を行っては

ならない。 

４ 丙は、本物件の使用に当たり、別表第３に掲げる行為を行う場合には、甲及び乙に通知しなければな

らない。 

 

（賃貸借の目的物の設備整備） 

第９条 甲は、丙が本物件に入居するまでに、以下の各号に掲げる設備等を整備し、使用可能な状態にし

なければならない。ただし、特段の事情により、整備が困難な場合は、この限りでない。 

（１）給湯設備（台所用小型瞬間湯沸器） 

（２）ガスコンロ 
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（３）照明器具 

（４）カーテン（昼夜を問わず居室の様子が外部に漏れないもの。） 

２ 前項の整備に関し、今回の契約で新たに設置及び購入に要した費用について、甲は、乙に対し、別紙

２の請求書に挙証資料を添付した上で、上限額 10万円の範囲内で請求することができる。 

 

（契約期間中の修繕） 

第 10 条 甲は、丙が入居中における別表第４に掲げる修繕を除き、丙が本物件を使用するために必要な修

繕を行わなければならない。この場合において、丙又は丙の同居人の故意又は過失により必要となった

修繕に要する費用は、丙が負担しなければならない。 

２ 前項の規定に基づき、甲が修繕を行う場合は、甲は、あらかじめ、その旨を乙及び丙に通知しなけれ

ばならない。この場合において、乙及び丙は、正当な理由がある場合を除き、当該修繕の実施を拒否する

ことができない。 

３ 丙は、甲の承諾を得ることなく、別表第４に掲げる修繕を自らの負担において行うことができる。 

 

（退去時の補修費用） 

第 11 条 丙が退去する場合における障子、襖、畳表替え、クロスの張り替えの補修は、甲が行うものとし、

乙は、その費用として、別紙１（3）記載の退去時補修費用を初回賃料支払い時に甲に支払うものとする。 

 

（契約の解除） 

第 12 条 甲は、乙が次に掲げる義務に違反した場合において、甲が相当の期間を定めて当該義務の履行を

催告したにもかかわらず、その期間内に当該義務が履行されないときは、甲、乙協議の上、この契約を

解除することができる。 

（１）第４条第１項に規定する賃料支払義務 

（２）第５条第１項に規定する共益費・管理費支払義務 

（３）第６条第１項に規定する損害保険料支払義務 

（４）第 11 条第１項に規定する退去時補修費用支払義務 

２ 甲は、乙又は丙が次に掲げる義務に違反した場合において、当該義務違反によりこの契約を継続する

ことが困難であると認められるに至ったときは、甲、乙協議の上、この契約を解除することができる。 

（１）第１条に規定する本物件の使用目的遵守義務 

（２）第８条各項に規定する義務 

（３）その他この契約書に規定する乙及び丙の義務 

 

（丙からの解約の申し出） 

第 13 条 丙は、この契約期間の途中で退去しようとする場合、乙に対して少なくとも 40日前までに解約

の申し出を行わなければならない。 

 

（乙からの解約） 

第 14 条 乙は甲に対して少なくとも 30日前に解約の申入れを行うことにより、この契約を解約すること

ができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、解約の申入れの日から１か月分の賃料を（この契約の解約後の賃料

相当額を含む。）甲に支払うことにより、解約の申入れの日から起算して１か月を経過する日までの間、

随時にこの契約を解約することができる。 

 

（明渡し） 

第 15 条 乙及び丙は、この契約が終了する日までに（第 12条の規定に基づきこの契約が解除された場合

にあっては、直ちに）、本物件を明け渡さなければならない。この場合において、丙は、本物件に付加し

た設備等を自己の費用をもって除去し、経年変化による自然的な劣化、損耗及び通常使用による損耗等

を除き、本物件を原状回復しなければならない。 

２ 乙は、前項前段の明渡しをするときには、明渡し日を事前に甲に通知しなければならない。 

３ 甲及び乙は、第１項後段の規定に基づき乙が行う原状回復の内容及び方法について協議するものとす

る。 

- 180 -



（立入り） 

第 16 条 甲は、本物件の防火、本物件の構造の保全その他の本物件の管理上特に必要があるときは、あら

かじめ丙の承諾を得て、本物件内に立ち入ることができる。 

２ 丙は、正当な理由がある場合を除き、前項の規定に基づく甲の立入りを拒否することはできない。 

３ この契約終了後において本物件を貸借しようとする者又は本物件を譲り受けようとする者が下見をす

るときは、甲及び下見をする者は、あらかじめ丙の承諾を得て、本物件内に立ち入ることができる。 

４ 甲は、火災による延焼を防止する必要がある場合その他の緊急の必要がある場合においては、あらか

じめ丙の承諾を得ることなく、本物件内に立ち入ることができる。この場合において、甲は、丙の不在

時に立ち入ったときは、立入り後その旨を丙に通知しなければならない。 

 

（仲介業者の報酬） 

第 17 条 乙は、別紙１（3）記載の報酬をこの取引を代理又は媒介した宅地建物取引業者が指定する口座

に支払うものとする。 

 

（協議） 

第 18 条 甲、乙及び丙は、この契約書に定めがない事項及びこの契約書の条項の解釈について疑義が生じ

た場合は、民法その他の法令、慣行に従い、誠意をもって甲、乙、丙協議の上解決するものとする。 

 

 

  この契約の成立を証するため、本書３通を作成し、甲、乙、丙記名押印の上、各自、その 1 通を所持

する。 

 

   平成  年  月  日 

 

 

     貸 主（甲）  住 所 

             氏 名                           印 

 

 

 

     借 主（乙）  住 所  岩手県盛岡市内丸１０－１ 

岩手県知事 達 増 拓 也            印 

 

 

 

     入居者（丙）  住 所 

             氏 名                           印 

 

 

 

     仲介業者    免許番号         第       号 

     （媒介）    住 所 

             商号・代表者名                       印 

 

 

 

 宅地建物取引主任者  登録番号  岩手県知事   第     号 

             氏 名                           印 
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別表第１（第 8 条第 2 項関係） 

１ 鉄砲、刀剣類又は爆発性、発火性を有する危険な物品等を製造又は保管すること。 

２ 大型の金庫その他の重量の大きな物品等を出入りし、又は備え付けること。 

３ 排水管を腐食させる恐れのある液体を流すこと。 

４ 大音量でテレビ、ステレオ等の操作、ピアノ等の演奏を行うこと。 

５ 猛獣、毒蛇等の明らかに近隣に迷惑をかける動物を飼育すること。 

６ 暴力団員を同居させ、または、暴力団員に本物件を使用させること。 

 

 

別表第２（第 8 条第 3 項関係） 

１ 階段、廊下等の共用部分に物品を置くこと。 

２ 階段、廊下等の共用部分に看板、ポスター等の広告物を掲示すること。 

３ 鑑賞用の小鳥、魚等であって明らかに近隣に迷惑をかける恐れのない動物以外の犬、猫等の動物（別

表第 1第 5号に掲げる動物を除く。）を飼育すること。 

 

 

別表第３（第 8 条第 4 項関係） 

１ 別紙（5）に記載する同居人に新たな同居人を追加（出生を除く。）すること。 

２ １か月以上継続して本物件を留守にすること。 

 

 

別表第４（第 10条関係） 

 ・畳表の取替え、裏返し 

 ・障子紙、ふすま紙の張替え 

 ・窓ガラスの入替え 

 ・電球、蛍光灯の取替え 

 ・その他費用が軽微な修繕 
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別紙１ 
 
(1) 賃貸借の目的物 
 
建 物 の 
名 称 ・ 
所在地等 

名 称  
所在地  

建て方 

共同建 
長屋建 
一戸建 
その他 

構造
木 造 
非木造 

工事完了年 
昭和・平成     年 

 
大修繕等を（    ）年に実施 

戸数
階建 

戸 
 
住戸部分 

住戸番号 号室 間取り （    ）LDK・DK・ K 
面  積   

設 

備 

等 

トイレ 
 
浴室 
シャワー 
給湯設備 
ガスコンロ 
冷暖房設備 
ガス 
上水道 
下水道 
カーテン 

専用（水洗・非水洗） 
共用（水洗・非水洗） 

 有・無 
 有・無 
 有・無 
 有・無 
 有・無、設置 可・不可 
 有（都市ガス・プロパンガス）・無 
水道管より直結・受水槽・井戸水 

 有（公共下水道・浄化槽）・無 
 有・無 

 
(2) 契約期間 

始期 平成   年     月      日から 
2 年間 

終期 平成   年     月      日まで 
 
(3) 賃料等（乙負担分） 

賃 料 
月額 

円

金融機関名 （甲が指定する口座）  
         銀行・金庫 
         組合・農協     支店 
預金： 普通 ・ 当座 
口座番号： 
口座名義人： 

  口座名義人フリガナ： 

共益費・管理費 
月額 

円

退去時補修費用 
（賃料の２カ月分）  

円

借家人賠償 
責任保険料 

 
（2 年分） 

円

金融機関名 （損害保険代理店が指定する口座） 
         銀行・金庫 
         組合・農協     支店 
預金： 普通 ・ 当座 
口座番号： 
口座名義人： 

  口座名義人フリガナ： 

媒介手数料 

 
（賃料の 0.525 カ月分） 
 

円

金融機関名 （取引を代理又は媒介した宅地建物取引業者が指定する口座）  
         銀行・金庫 
         組合・農協     支店 
預金： 普通 ・ 当座 
口座番号： 
口座名義人： 

  口座名義人フリガナ： 
※（注）ゆうちょ銀行の場合は、必ず振込用の店名・預金種目・口座番号を記載のこと。 
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(4) 貸主及び管理人の住所・氏名・電話番号 
貸主     （住所） 

（会社名） 
（代表者名又は氏名） 

電話    （    ） 
 

仲介業者   （住所） 
（会社名） 
（代表者名又は氏名） 
（宅建免許番号） 

電話    （    ） 
 

管理人    （住所） 
（会社名） 
（代表者名又は氏名） 

電話    （    ） 
 

建物所有者（貸主と建物所有者が異なる場合記入） 
（住所） 
（会社名） 
（代表者名又は氏名） 

電話    （    ） 
 
(5) 入居者及び同居人 

入居者等 氏    名 続 柄 

入居者  本人 

同居人 
（   ）人 
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別紙２（契約書第９条第２項関係） 

 

 

請 求 書 

 

平成  年  月  日 

 

岩手県知事 達 増 拓 也 様 

 

（貸主又は貸主が指名する者） 

請求者  住所                     

 

氏名                    

 

 

賃貸住宅借り上げによる応急仮設住宅に係る設備等の設置及び購入に要した費用につい

て、下記のとおり請求します。 

記 

建物名称・部屋番号  

所在地  

請求額 金             円 

振込口座 

金融機関名 
             銀行・金庫 
             組合・農協     支店 
預金： 普通 ・ 当座 
口座番号： 
口座名義人： 

  口座名義人フリガナ： 

 
（請求額の内訳） 

設備名 商品名等 設置費・購入費 請求額 

給湯設備 

（台所用小型瞬間湯沸器） 円

ガスコンロ 
円

照明器具 
円

カーテン 
円

計 
円 円

（注１）請求額の上限は、10 万円とする。 

（注２）設備等の設置、購入に係る請求者あての領収書（原本）を添付すること。 
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（参考様式） 

平成  年  月  日 

 

岩手県知事 達 増 拓 也 様 

 

 

（仲介業者） 

住所                    

 

氏名                    

（担当者名          ） 

 

 

民間賃貸住宅の借り上げによる応急仮設住宅の設置に係る 

賃貸住宅契約について 

このことについて、下記のとおり契約締結しますので、賃貸住宅契約書３通及び重要事

項説明書２通を送付します。なお、初回賃料等は次のとおりです。 

記 

建物名称・部屋番号  

所在地  

入居（予定）日 平成２３年    月    日 

入居者氏名  

（初回賃料等内訳） 

賃 料 

 

      月分             円  

（ 賃料月額 ÷ 30日 ×    日分） 
 

      月分             円  

 

      月分             円  

 
計               円  

共益費・管理費 

 

      月分             円  

（ 賃料月額 ÷ 30日 ×    日分） 
 

      月分             円  

 

      月分             円  

 
計               円  

退去時補修費用 
（賃料の２カ月分） 

               円  

借家人賠償 
責任保険料 

（2 年分） 

               円  

媒介手数料 
（賃料の 0.525 カ月分） 

               円  
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□応急借上げ住宅募集要項・契約書 

 ◇宮 城 県 

 「民間賃貸住宅借上げによる応急仮設住宅の設置に係

る事務取扱」 

 「定期建物賃貸借契約書」 
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